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第５章　問題状況の併存

本章、第６章及び第７章からなる第２部においては、開発、環境と平和の三つが密接に関係しているという第１部の現状認識を踏まえ、「何故、貧しい国において環境破壊と武力紛争が頻発しているのか」という本稿第一のテーマに対する回答を試みる。

このために、本章においては、貧困、環境破壊と武力紛争の三つが併存している状況についてそれぞれに関する指標（代替表象proxy）を用いて鳥瞰し、更に、これらの三つの困難と当該社会の脆弱性の間の関係について考察する。

５−１　貧困の中における環境破壊と武力紛争

まず、貧困、武力紛争と環境悪化の三つの問題状況が、実際にどの程度併存しているのか、という点に関して、それぞれの問題状況を表象する国別の指標
を手掛かりにして見てみることにする
。

貧困については、UNDP人間開発報告で公表されている人間開発指数（HDI：Human development Index）を用いる。他の入手可能なデータとの比較の都合上、主に1999年の人間開発報告書における指標（1997年値）を用いる。HDIは、１）出生時平均余命、２）成人識字率（2/3加重）と初・中・高等教育の総就学率（1/3）加重、３）一人当たりの実質GDP（購買力平価・米ドル）の三つに同等の比重を与えて合成した指標である
。指標が算出されている国174カ国のうち、先進国23カ国を除いた途上国
151カ国を主な考察の対象とする。これら途上国のうち、HDIが0.500以上の「HDI上位・中位国」116カ国と0.500未満の「HDI下位国」35カ国の二つのグループに分けて扱う。本来であればHDI下位国に位置づけられるであろうアフガニスタン及びソマリアなどについては指標は算出されていないので本稿分析の対象に含めていない。

環境破壊に関しては、世界資源研究所（WRI）、UNEP、UNDP及び世銀が、途上国を対象として、大気、水、栄養の三つに関し、それぞれ健康に関する環境リスクの観点から、各国を相対評価した三つの指標を総合したもの
（本稿で「環境リスク総合指標」と仮称）を用いる。指標作成のために採取されたデータの年次は主に1996-97年のものと推定される。この指標は、94カ国の途上国について算出されている。これらを、相対的にリスクが高い国（31カ国）、中位の国（31カ国）、相対的にリスクが低い国（32カ国）の三つのカテゴリーに３等分している。環境破壊が進み環境リスクが高いと考えられているルワンダ、アフガニスタン、エリトリアなどについての指標は算出されていないので本稿分析の対象に含めていない。

武力紛争に関しては、ウッパサーラ（Uppasala）大学が、スウェーデン国際平和研究所（SIPRI）などと共同して行っている「紛争データプロジェクト」（The Conflict Data Project
）のデータから1989年から1997年までのものを用いる。同プロジェクトにおいて「武力紛争」として認定されているものは、戦争、中規模武力紛争及び小規模武力紛争の三つのカテゴリーに分けられているが、上記の期間においてこれらのカテゴリーのいずれかに該当する武力紛争の当事者となった国（本稿で「武力紛争経験国」と仮称。）をカウントすることとする
。この結果、先進国4カ国と途上国60カ国の計64カ国が紛争を経験したとされている。紛争強度（戦闘行為に起因する死者が年間25人以上）からしてこれらのカテゴリーに該当しないとされたもの（1996年の中央アフリカにおける国軍兵士の反乱、1990年のミャンマーにおける擾乱など）や期間外に武力の行使が激化したもの（エリトリアとエティオピア間の紛争など）はカウントしていない。

これらのデータから、貧困、環境破壊及び武力紛争の併存状況について、主に、次のような母集団ごとに、特定の条件を満たす国が出現する率を比較することとしたい。

・HDI下位国グループと同上位・中位国グループ

・環境リスク総合指標が「高」のグループと、「中」又は「低」のグループ

・1989-97年の間の武力紛争経験国のグループと非経験国のグループ

【貧困と環境破壊】

　【表5-1】環境リスク総合指標が「高」と判定される国の出現率

HDI下位国グループ内
74％　（23カ国／31カ国）

HDI上位・中位国グループ内
17％　（11／64）

【貧困と武力紛争】

　【表5-2】1989-97年の間の武力紛争経験国の出現率

HDI下位国グループ内
60％　（21カ国／35カ国）

HDI上位・中位国グループ内
32％　（37／117）

（先進国）
17％　 （4／23）

【環境破壊と武力紛争】

　【表5-3】1989-97年の間の武力紛争経験国の出現率

　環境リスク総合指標が「高」の国のグループ内
58％　（18カ国／31カ国）

環境リスク総合指標が「中」又は「低」の国のグループ内
44％　（28／63）

【貧困、環境破壊と武力紛争】

　【表5-4】環境総合リスク指標が「高」で、かつ1989-97年の間の武力紛争経験国の出現率

HDI下位国グループ内
38％　（12カ国／32カ国）

HDI上位・中位国グループ内
10％　（ 6／62）

　【表5-5】HDI下位国で、かつ1989-97年の間の武力紛争経験国の出現率

　環境リスク総合指標が「高」の国のグループ内
39％　（12カ国／31カ国）

環境リスク総合指標が「中」又は「低」の国のグループ内
10％　（ 6／63）

　【表5-6】HDI下位国で、かつ環境総合リスク指標が「高」の国の出現率

1989-97年の間の武力紛争経験国のグループ内
26％　（12カ国／46カ国）

非経験国のグループ内
19％　（ 9／48）

更に、HDI下位国（35カ国）に焦点を当てて、個別の状況にも若干立ち入りながら、貧困、環境破壊と武力紛争の３つの併存状況について見ると次のような点が判明する。

1） 貧困（HDI下位国）、環境破壊（環境総合リスク指標が「高」）及び武力紛争（1989-97年で武力紛争経験）の３つの条件が当てはまる国は、シェラレオーネ、ニジェール、エティオピア、ブルンディ、マリ、チャド、ハイチ、ナイジェリア、トーゴ、スーダン、コンゴ民主共和国の11カ国である
。

2） 環境リスク総合指標に関し、データが十分に揃わず指標が算出できなかった4カ国を除く、残り31カ国のHDI下位国はすべて環境リスク総合指標が「高」又は「中」であり、「低」の国は存在しない。

3） HDI下位国の9割は武力紛争（あるいはこれに近似するもの）に何らかのかたちで関わっている。上述のとおりHDI下位国の６割（35カ国のうち21カ国）が1989-97年において武力紛争を経験してるが、残る４割（14カ国）に関しても、マダガスカル、ベナン、マラウィ、ブルキナファソの4カ国を除く10カ国は、いずれも以下に例示するような状況が示すとおり、何らかのかたちで武力紛争（あるいはこれに近いもの）に関与せざるを得なくなっている。

· 1997年以降、武力紛争を経験している国：エリトリア
、ギニア・ビサオ

· 1989-1997年の間に武力紛争に近い経験をしている国（紛争強度の定義上、武力紛争とはされなかったが、明らかな武力行使による犠牲者があったもの）：ネパール、ブータン
、中央アフリカ

· 1997年時点で、難民（受入・送出）・国内避難民の総数が10万人を越えた国：ネパール、ブータン、ザンビア、ギニア、エリトリア、ギニア・ビサオ

このような考察に用いたデータは、貧困、環境破壊及び武力紛争に関し、あくまでもそれぞれの現象の中のごく限られた一面について間接的に表現するに過ぎないもの（代替表象：Proxy）である。また、数値自体の確度については相当な留保が必要であろう。しかし、これらのデータを種々の角度から見ることを通じ、貧困、環境破壊及び武力紛争の三つが併存するという傾向はほぼ確実に看取できる。その中でも特に、貧しい国においては、そうでない国との比較において、より高い確率で環境破壊と武力紛争が集中していることがわかる。

ちなみに、これらのデータは、貧しく、かつ武力紛争を経験している国ほど欠損しやすい。HDIではアフガニスタン、ソマリア、リベリア等、環境リスク総合指標に関してはアフガニスタン、ソマリア、ルワンダ、ブータン、タジキスタン等が欠落している。また、武力紛争に関しては、上述のブータンや中央アフリカなど戦死者が推定できないために武力紛争と認定されていないもの存在する。しかし、本稿では、これらの国について、推定値を用いるなどしてカウントするということを行っていない。また、武力紛争経験国であり、かつ選定基準の近傍にある国、例えば、HDI下位国ではないが、その近傍にあってHDI下位国の指標との差が僅かである国（インド、コンゴ、カンボディア、パキスタン等）も選定基準に従って単純に分けている。仮に、欠損データの補填やグラデーションについてより洗練された手法を用いたならば、貧困、環境破壊及び武力紛争の３者について更に顕著な併存状況が確認されるであろう。

５−２　社会の脆弱性

　
１　貧困と社会の脆弱性

「富はわれわれが掛けている毛布である。貧困とはその毛布がはぎ取られることだ」と述べたのはボツワナのNGOのメンバーであった
。カンヴとスクワイア（Kanvu & Squire 1999）は、貧困に内在する脆弱性の２つの側面として、危険に晒されている状態（exposure）とこれに対して無防備な状態（defenselessness）を挙げている。中西徹（1998）は、ドレーゼとセン（Dreze & Sen 1989）の貧困に関する議論を踏まえたうえで、「発展途上国における貧困の本質は、人々の『潜在的な能力』の開発と形成が阻害されている点にあり、社会構造に内在する持続的かつ累積的な状況を生み出す罠にある。それは、一時的あるいは短期的な問題ではなく、発展途上国固有の初期条件に依存した構造的なもの」であると論じている。

これらの認識のポイントは、貧困は当該者の努力とは無関係の要因に多くを依存しているということ、あるいは、「毛布」をはぎ取ったり「潜在的な能力」の発現を阻害するのが他者であり、当該社会の構造なのであるということであるが、これは、途上国において貧困を経験している多くの人々にとっておそらく共通する貧困認識であると言えよう。

国連は、1999年から後発開発途上国（LDC）
を選定するための基準について見直しを行っている。その議論の中心は、貧しい国々の「脆弱性」に関するものである。旧来、LDCの選定基準は、一人当たりのGDP（直近３年間の平均）、人的資源開発に関する指標（APQLI）
と経済構造の多様性を示す指標（EDI）
の３つであった
が、2000年から、経済構造の多様性を示す指標（EDI）に代えて、農業生産の不安定性を含む５項目指標を合成した経済脆弱性指標（EVI）
が用いられることになった
。

この過程で注目された論点は次の２点である。

第一は、LDCなどのように特に貧しいとされる国においては、「構造的な脆弱性」（Structural vulnerability）を重視すべきである、という点である。「構造的な脆弱性」とは、当該国の制御能力を超えた、予期しがたい事象によって負の影響を受ける危険性を意味する。貧しい国においては、政策の選択などを通じて自らの努力を及ぼしうる範囲との比較において、外的な要因や構造的な要因の及ぼす影響が極めて強いという認識、あるいは自らの力でリスクを回避することのできる範囲が非常に限定されているという認識がその基底にある。その典型的な事例として特に1970年代以降問題視されてきたものは、一次産品の価格変動である。貧しい国の外貨収入の多くが一次産品に依存しているが、石油を除く一次産品の価格は当該国が殆ど影響を及ぼし得ないプロセスにおいて決定されている。

第二は、その脆弱性の内容として、所得の不安定性（income volatility）のみでは不十分であり、特に、気象変動、自然災害などに晒される危険度など自然環境に関する要素を加味しなければならない、という点である。しかしながら、気象変動や自然災害の危険などを指標化することは容易ではなく、その代替表象（proxy）として農業生産の不安定性が採用された、という経緯がある。更に国連（CDP事務局）は、128の途上国とそのうちのLDCの２つのグループの間で、EVIとの相関をとったところ、極めて高い相関を示した、と述べている
。このように国連においては、貧困の一つの要因でありかつ結果として、社会の脆弱性に着目し、更に近年、これに自然環境的要因を加味したかたちで議論の精緻化が進められつつある。DAC（1998）においても同様に、持続的開発の基盤として、社会の構造的安定（environment of structural stability）が重要であり、そのための支援が必要であるという考えが示されている。

以下において、１）災害に対する脆弱性、３）政治的脆弱性のそれぞれと貧困との関係について簡単に考察する。

【災害に対する脆弱性と貧困】

災害に対する脆弱性とは、災害という危険に晒されている状態（exposure）とこれに対して無防備な状態（defenselessness）の二つの側面を持つということになる。災害に対する被害は、これらの二つの側面の相乗効果によってもたらされるものと考えられる。

UNDP（2000）は、1980-99年における災害（自然災害及び技術的災害）による死亡者総数を国別に算出しているが
、これらのデータについて、HDI下位国、中位国と上位国の三つのグループ
ごとに見ると次のとおりとなる。

　　【表5-7】HDIグループ別の1980-99年における災害死亡者総数

HDI下位国グループ内
880,175人（35カ国）

HDI中位国グループ内
501,221人（95）

HDI上位国グループ内
 48,016人（46）

一人当たりのGDPに基づくグループ
ごとの災害死亡者総数及び対人口比（人口百万人当たりの被害者数）
を求めると次のとおりとなる。

【表5-8】所得グループ別1980-99年における災害死亡者総数と対人口比


　災害被害者総数
対人口比

（百万人あたり）

低所得国グループ内
1,126,002人
553人

中所得国グループ内
  263,692人
175人

高所得国グループ内
   39,178人
 43人

これらから、貧しい国ほど災害に対して脆弱であることが推定される。

【政治的脆弱性や政治体制の自由度と貧困】
セン（1999）は、「今入手可能な比較研究を全部考慮しても、経済成長と民主主義の間に関連性はないという仮説は審議がはっきりしないままである」としつつ、「比較的自由なメディアを持つ独立民主国家の中に、重大な飢饉が発生した国はいまだかつてない」と述べている。彼は、逆に、民主的でない国家における飢饉の例として、スーダン、北朝鮮、エチオピア、ソマリア、1930年代のソ連、大躍進失敗後の中国、植民地体制下のアイルランドやインドの例を挙げている。インドでは、1947年の独立直前まで飢餓は頻繁に起こったが（最後の飢饉は1943年のベンガル飢饉）が、それ以降は大きな飢饉はまったくなかった。センは、このような決定的な違いをもたらしたのは「政策環境の変化」であり、「民主的な政治制度、比較的自由なニュース・メディア、野党の存在」などであった、としている
。

民主主義的体制あるいは政治的・市民的自由の有無と貧困の関係については、既往の指標からどのような相関が見出せるであろうか。ここでは、政治体制の自由度について、フリーダム・ハウス（Freedom House1999）の「自由化度」（Freedom Status）を代替表象（proxy）として用いる。「自由化度」は、「政治的自由」（公正で自由平等な選挙制度、少数民族・宗教の自決など、主に「国家への自由」）と「市民的自由」（集会、結社、表現の自由、財産権など、主に「国家からの自由」）の総合評価であり、「自由」、「部分的に自由」「自由でない」の３段階に分かれている。

HDI下位国
と同上位・中位国の２つのグループにおいて、この自由化度を見たところ、結果は次のとおりとなった。

【表5-9】「自由化度」が「自由」であるとされた国の出現率

HDI下位国グループ内
 9％　（3カ国
／35カ国）

HDI上位・中位国グループ
49％　（59／120）

先進国
 100％　（23／23）

以上のことから、途上国における貧困の問題は、当該社会の構造の脆弱さと深く関わっており、かつ、その関係性は多様な側面において現れているということが言える。特に貧しい国は、当該社会内部の要因のみならず、自国の努力とは直接的には関係しない、外的な要因や構造的な要因にも強い影響を受ける脆弱な構造にある。しかも、それには、経済社会的要因のみならず自然環境に係る諸要因が作用している。特に貧しい国は、「脆弱性」という「構造的なハンディ」
を負っている、とみることができる。

もちろん、これらの非常に限定された考察からのみでは、貧困と社会の構造の「因果関係」について立証することにならない。しかし、少なくとも、「貧しい国」とされる国において、脆弱な社会構造が顕在化しているということ、つまり、貧困と社会の脆弱性という二つの問題状況が併存しているということは言えるであろう。

２　環境と貧しい社会の脆弱性

環境との関係における社会の脆弱性には、次の二つの側面がある。

· 「自然環境自体の脆弱性」：当該社会の位置する自然環境がそもそも脆弱であるという側面（あるいは、環境リスクにより多く曝されているという状態）

· 「社会の自然環境に対する依存」：自然環境に対する経済社会活動の依存度が高いという側面（あるいは、環境リスクに対してより無防備に近いという状態）

「自然環境自体の脆弱性」という側面に関しては、熱帯や乾燥・半乾燥地帯に位置する多くの途上国は、先進国との比較において、元来、より脆弱な自然環境にあると言える。典型的な例は、熱帯やサヘルにおける薄い表土とこれが露出した場合に強い日照や激しい風雨によって容易に、かつ不可逆的に流出してしまう、というプロセスに見られる。また、島嶼国やバングラデシュのように、容易に台風や洪水の危機に晒される、という例もこれに当たる。

「社会の自然環境に対する依存」という側面に関しては、更に、生産活動における依存と消費活動における依存の２つがある。生産面では、途上国の多くの人々が、自然を相手にする第一次産業に就業し、かつ一次産品が国の経済を支えているという点は自明であろう。消費面では、特に、エネルギー源の身近な自然環境への依存という点が際だっている。

自然への過度の依存に起因する脆弱性と貧困の関係を見るために、再生可能資源への依存度を示す現存指標のひとつとして、UNDP（2000）が公表している在来燃料の消費量（全エネルギー消費量に占める割合）（本稿で「在来燃料依存率」と仮称。主に1996年のデータ）を見てみる。途上国では143カ国について算出されている。ここで「在来燃料」とは、薪、炭、サトウキビの残りかす、動物の排泄物、植物残滓の推計消費量を指す。

HDIにより分類された３グループにおいて、在来燃料依存率を比較すると次のとおりであり、貧しい国ほど在来燃料への依存が高いという傾向が顕著に見られる。

　【表5-10】HDIグループ別の在来燃料依存率が50％を越える国の出現率
 

HDI下位国グループ内
90％（28カ国／31カ国）

HDI中位国グループ内
19％（13／67）

HDI上位国グループ内
 0％（0／33）

　　　　

また、人間生活に欠かすことのできない水資源に関し、一人当たりが利用可能な水資源の量をHDIグループ別に見ると次のとおりであり、貧しい国ほど一人当たりが利用可能な水資源量が少なく、気候変動などのインパクトによって供給量が減少した場合に、それが人間生活に深刻な影響を及ぼす確率が高いということができよう。

　　【表5-11】HDIグループ別の一人当たりの年間の国内再生可能水資源量
 

HDI下位国グループ内
5,162  m3

HDI中位国グループ内
6,890  m3

HDI上位国グループ内
9,374  m3

　　　　

しかも問題は、経済的に貧しければ貧しいほど、代替しうる選択肢が限られているという点である。例えば、経済的に貧しい遊牧民にとって、生活のためのエネルギー（燃料）として化石燃料を購入することは困難であり、一般的に、自然条件により大きく左右されるところの家畜の糞と草原にある草木以外にない。また、乾燥地帯における貧しい国の農民は、表流水や地下水から安定的に水を供給する灌漑施設を整備するような経済的余裕はなく、水は気候変動に100％依存しているが、当然ながら、水に代替する環境資源はない。更に、貧しい国においてより顕著である人口の増加によって、環境への圧力は増大し、かつ、環境への総体的な依存度も高まってきている。

これらから、貧しい国は、環境面でも二重三重の意味で脆弱な社会であるということができる。

３　武力紛争と貧しい社会の脆弱性

武力紛争との関係において社会の脆弱性には、次の二つの側面がある。

· 武力紛争の脅威に曝されているということ（exposure）

· 武力紛争に対して無防備であること（defenselessness）

前者については、東西冷戦構造と列強間の覇権主義の双方の狭間において、壮絶な代理戦争を強いられた諸国（アフリカではモザンビークやアンゴラ、アジアではヴィエトナムやカンボディア、ラテナメリカではニカラグアやエル・サルヴァドル等）が、より高い脅威に曝された事例として挙げられる。

以下では、後者の側面に関して、社会に内在する構造的暴力が容易に武力紛争に転化してしまうような社会の特性と社会の貧しさとの関係に着目し、「暴力容認の文化」、「社会や政府の機能」と「民主主義」の3点に関して考察する。

第一は、暴力容認の文化と貧困の相乗効果である。石田（1968）の分析するとおり、世界各地の社会には、そこにおける積極的な価値としての「平和」について、非暴力や秩序に重きを置く社会から、正義の実現に重きを置く社会まで多様性があるが、後者の社会においては正義の実現のために暴力の行使、つまり武力紛争への転化が正当化される可能性が高い。例えば、石田は、イスラムのジハード（聖戦）とユダヤのシャロームを例として、「戦闘的平和観の伝統」と称した
。これらの「平和観」は、それぞれの文化のかたちを追求するものであり、「脆弱性」という修辞とは似つかわしくないかもしれないが、問題は、貧しさが深刻な国であればあるほど、このような文化観を標榜する形で社会問題の解決プロセスに武力行使が容認されること、すなわち武力紛争への転化が容易であるという点である。

武力紛争への転化を唱道する者自身が貧しい者であることは少ない。しかし、貧しい人ほど、生存を賭けたやむなき選択として武力行使への参加を強いられることが少なくない。ルワンダでは、フツ族の「被抑圧者」としての自己認識とツチ族への敵意が、「抑圧され搾取された者は抑圧者に対して立ち上がれ」と説いたカトリック教会によって助長され大虐殺を促進することになった
。

第二は、社会や政府の機能としての、紛争の平和的解決機能の不足と貧困の相乗効果である。紛争を平和的に解決する機能は、経済的に貧しい共同体社会の伝統的な機能な中にも存在するが、一般に、貧しい国においては、紛争の争点が容易に社会の構成員の生存に関わる事態に至り、その中で平和的手段をとり続けることが困難となる。紛争が平和的に解決されるためには、その要件として、法の支配、司法の独立、公的意思決定に係る公正さや透明性の確保、更には、これらを担保するための人材、教育制度などが不可欠であるが、貧しい社会においては、これらの確保は容易ではない。また、貧しい国においては、困難を乗り越えて育成した人材も活動の場がないか、あるいは魅力的でないために、より豊かな外国に向けて流出してしまうことが多い。

トランスピアレンシー・インターナショナル（Transparency International）とゲッチンゲン（Gottingen）大学は、公的意思決定に係る公正さや透明性を害する腐敗の蔓延度について90カ国に関する指標（CPI: Corruption Perceptions Index。本稿で「腐敗認知指標」と仮称）を作成している
が、同指標の上位国、中位国及び下位国の三つのグループにおける武力紛争経験国の出現率を算定すると次のとおりであり、腐敗度が高いグループにおいて武力紛争経験国が多いという傾向が見られる。

　【表5-12】腐敗認知指標による各グループにおけるの武力紛争経験国の出現率

腐敗認知指標が高い国のグループ内
54％（15カ国／28カ国）

腐敗認知指標が中くらいの国のグループ内
26％（8／31）

腐敗認知指標が低い国のグループ内
13％（4／31）

第三の論点は民主主義
、紛争と貧困の関係である。民主主義自体が武力紛争への転化の歯止めとして有効であるか否かという点には議論がある。ラセット（Russett1993）が「民主国家同士の戦争は起こらない」というテーゼを打ち出している
が、ラセットの議論は、鴨武彦が指摘している
とおり、１）「なぜ、民主国家が非民主国家にたいしては、暴力的干渉や介入、また戦争を行なうのか」について十分に明確な理由付けがなされていないという点と２）国家間紛争のみを対象としており冷戦後顕在化している貧しい国における国内紛争が全く含まれていないという点において限界づけられている。

マンスフィールドとシュナイダー（Mansfield & Snyder 1995）
は達成された民主主義が実現しているか否かという「状態」よりも民主主義に至る「過程」に着目し、民主化の過程で政府（特に中央政府）の機能が弱められる可能性があること、そしてこれを回避するために民主化のプロセスを「平和的に管理すること」（Peaceful Democratization）の重要性を指摘している。このような見方に基づけば、現在大多数が非民主的であるか、あるいは部分的にしか民主的でない、とされている貧しい国々（HDI下位国、かつ自由化度が「部分的に自由」又は「自由でない」国）において性急な民主化を促進することは、むしろ武力紛争に対する脆弱性を更に高めることになる。

他方で、セン（1999）が言うとおり民主主義が貧困撲滅や飢饉などの社会的危機の回避に貢献しうるという点もあり、民主主義が開発、すなわち貧困撲滅の要素として良き社会を作っていくための必要不可欠な条件であるのみならず、民主主義の実現自体が開発の目的のひとつとして理解されるようになっている。

武力紛争と貧しい国の脆弱性という文脈において、これらの議論から導き出せる点は次の三つである。

· 成熟した民主主義は、当該国に内在する構造的暴力を解決する手段としての紛争が武力紛争に転化することに対する歯止めとなる。他方、民主主義が定着していない国は、武力紛争への転化に関して歯止めが利きにくく、武力紛争に対して脆弱である、と推定される。従って、民主主義を定着させることは、武力紛争を抑制するという効果を持ちうる。

· 現在の貧しい国において民主的であるとされる国は僅少である。これらの国においては、貧困を削減するということと、民主主義を達成するということがともに重要な政策課題となっている。

民主化のプロセス自体は国や社会の脆弱さを増す危険を孕んでいるので、そのプロセスを「平和的に管理すること」（マンスフィールド・シュナイダー1995）が重要である。

� 国連やDAC資料などにおいて、「国・地域」のカテゴリーの中で「地域」として扱われているものを含め、１地域＝１国としてカウントする。


� 本来であれば、地理的面積や人口などの要因を本来加味すべきであり、また、地域的紛争と貧困の関係を見るためには可能な限り分析単位を細分化すべきところであるが、そのレベルにおける信頼性のあるデータは存在せず、また、本稿は問題状況の併存に限って考察するものではないので、ここでは敢えて単純化して国単位で鳥瞰する。


� これに対し、人間貧困指数（HPI）は、基本的な人間開発の剥奪状況を40才未満で死亡すると見られる人の割合、読み書きできない成人の割合、全体的な経済資源の充当（社会医療サービスや安全な水を利用できない人の割合と５才未満の低体重児の割合を使用しており、貧困状況を表す指標としては、HDIより優れているが、そもそも貧困状況が深刻な国（特にそのうち武力紛争中である国）においてこれらのデータの集計は困難であり、指標化されている国も70カ国満たない（HDIの半分以下）のでここでは用いない。また、国連による「後発開発途上国」は、一人当たりのGDP、人的資源開発指標（APQLI）及び経済構造脆弱性指標（EVI。1999年まではEDI）の３者に人口規模を加味して決定しているものであるが、APQLI及びEVIについては個別の国に関するデータの引用不可（国連開発計画委員会事務局）ということなのでここでは用いない。


� ここでいう「途上国」には、DACリスト第二部（移行国・地域）を含むものとする。以下同じ。


� WRI,UNEP,UNDP,WB, 1998,pp129-134）


� http://www.peace.uu.se/data.htm


� 小規模武力紛争（Small Armed Conflict）とは、戦闘行為に起因する死者が年間25人以上、ただし、全戦闘期間総計で1000人未満で1998年は10件、中規模武力紛争（Intermediate Armed Conflict）は、年間死者が1000人未満、全期間総計1000人以上で13件、戦争（War）とは、年間死者が1000人以上のもので、1998年は14件。通常「武力紛争」という場合は、小規模武力紛争を含めないことも少なくないが、ここでは地域的局地紛争も捕捉するため対象に含める。


� ちなみに、このうちハイチ以外はすべてサブサハラアフリカの国である。


� 1998年のエティオピアとの武力紛争。国連ミッションが軍事調停のために介在。


� 1998年、内乱。西アフリカ経済共同体軍事監視団受け入れ


� ブータン政府の「ブータン化政策」に対し南部ネパール系住民が反発し、社会不安と武力行使が散発的に続き、10万人を越える大量の難民が発生している。


� 給与未払いに対する兵士の抗議行動をきっかけとする内乱。アフリカ諸国監視団及び国連PKOが派遣された。


� UNDP(1997) p26


� LLDC（Least among Less Developed Countries）とも呼ばれているが、特に国連における英文の文書では、LDC（the Least Developed Countries）の呼称が一般化している。


� Augmented Physical Quality of Life Index。出生時の平均余命、一人当たりのカロリー摂取量、初等・中等教育就学率及び成人識字率を纏めて指標化したもの。（外務省1999a、p161）


� Economic Diversification Index。GDPに占める製造業の割合、工業・サービス部門での就業率、一人当たりの電力消費量及び特定商品の輸出に対する依存度を纏めて指標化したもの。（前掲外務省）


� 正確にはこれに加え、人口規模を加味する。


� Economic Vulnerability Index。輸出集中、輸出財の不安定性、農業生産の不安定性、工業・サービス部門のシェア


� UNCDP, 2000, pp26-38, pp54-61


� UNCDP(2000) p54。なお、EVIの国別データ自体については、CDP事務局によって公表が控えられている。


� UNDP(2000) pp292-295。ただし、元となるデータは、OFDA等に基づく。


� グループ分けは、UNDP(2000)におけるHDIに基づく。


� 世銀アトラスの手法により算出した一人当たりのGDP（1997年）に関し、785ドル以下を低所得国、786〜9655ドルを中所得国、9656ドル以上を高所得国としてグループ分けしている。


� 国別人口については、WB、1999年、「1999世界経済・社会統計」、東洋書林、pp16-18に基づく。


� セン（2000）pp270-271


� 前節と同様に1999年に公表された1997年ベースのデータを用いる。


� HDI 下位国のうち「自由」であるとされた3カ国とは、ベナン、マラウィ、マリであるが、マラウィについては、1999/2000年の最新の指標において、「部分的に自由」の評価に変更されている。


� 前掲UNCDP,2000, p54


� UNDP(2000) pp268-271


� UNDP(2000) pp272-275。なお、これらのデータでは、季節や年による変動は反映されていない。


� 石田、1968, pp21-22


� 第６章参照


� Lambsdorff , 2000, pp6-7


� 本稿では、「民主主義」の概念について詳細な議論に立ち入らないが、民主主義が確立している社会の主な特徴として、１）多数決原理が確立していること、２）政治的市民的自由が保障されていること（投票の自由、選挙結果の尊重、付与された法的権利の尊重、自由な議論と報道、公正な批評の検閲無き公表の保証等を含む。）の２点を念頭に置いて議論を進めることとする。


� これに対しては、ドイル（Michael W. Doyle）、オーウェン（John M. Owen）らがこれを補強する一方でレイン（Christpher Layne）、スピロ（David E. Spiro）らが反論している（Brown1997）


� ブルース・ラセット,1996,pp234-244（訳者あとがき）


� Mansfield & Snyder, 1995 
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